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アジア危機から3年が経過しようとしている
が、タイ、インドネシア、韓国の3国では構造
改革に取り組んでいるものの未だ途上であり進
捗に格差も出てきている。しかし、大方の予想
を上回って足下で景気回復の兆しを強めてお
り、これは世界的なIT革命の進行のなか世界
のIT関連生産基地としてアジアが地位を固め、
外資系電子電気企業の輸出等に牽引されたもの
である。また各国は構造改革の実現、次なる成
長のためAFTA（アセアン自由貿易地域）の
2002年繰り上げ実施や規制緩和等を進め欧米
企業等外資の取込みを図っており、アジアの事
業環境は大きく変化しようとしている。本稿で
は上記3国の電子電気業界における事業環境の
変化と主として日系企業の近況・今後の事業展
開の方向性を国毎に概観してみたい。

アジアの電子電気業界は1960年代に各国の
輸入代替政策に沿って日系企業が主に進出し、
85年以降低労働コストを狙ってマレーシア、
タイ等のオフショア生産拠点に投資を本格化
し、90年代には中国向けの投資が増加する、
等でアジア全域で家電産業が発達した。また
80年代以降は情報機器産業（パソコン及びそ
の周辺機器・部品）の成長と日系企業による家
電製品のアジアへの生産シフト等による半導体
需要の増加で、韓国、台湾を中心に電子デバイ
ス産業（IC含む半導体、液晶表示装置LCD）

も急発展している。96年からの半導体不況は
99年半ばからパソコン需要の急拡大等で回復
してきているが、米国企業を中心にパソコンの
OEM生産、半導体の台湾等のファウンドリ（注1）

を活用したアウトソーシングが進んでおり、ア
ジアはパソコンで4割、HDDで8割の世界シェ
アをもつ情報機器、電子デバイスの一大生産基
地となり、日系企業もパソコン周辺機器、IC
を含む半導体等を主にアジアでの生産を強化し
ている。
（注1）多額の設備投資を要する半導体前工程の稼働率を高
めるため、複数企業から半導体前工程の生産委託を受ける
企業。

タイでは85年のプラザ合意以降日系中心に
輸出志向型企業の投資ラッシュで日系企業の集
積が進み外資主導の工業化が急速に進行した。
タイの電子電気業界は同国最大の産業となり、
歴史の古い白物家電だけでなくHDD、FDD、
キーボード等のパソコン周辺機器やIC等の情
報機器、電子デバイスも急拡大し生産規模で既
に家電製品を上回ってきている。
しかし、アセアン周辺国や中国のキャッチア

ップのなかで産業の高度化が遅れ、実質ドルペ
ッグ制を採用していたなか95年以降のドル高
で急速に輸出競争力を喪失しつつある製品もあ
ったが、折りからの外資の短期資金流入による
バブル状況のなか外資の急激な流出で危機を招
いた。危機の日系企業への影響は家電製品の国
内販売は内需の低迷で影響を受け、99年に回
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復傾向にあるが製品により跛行性がある（冷蔵
庫、エアコン好調、扇風機は低価格のローカ
ル・韓国製品等の攻勢で不振）。輸出向け家電
製品、情報機器、電子デバイスはほとんど影響
を受けず好調で、むしろ98年には富士通の
HDD、ソニーのIC、99年も沖電気のIC、フジ
クラ、セイコーエプソンのHDD部品製造の拡
張投資案件がタイ投資委員会の認可を受けてい
る（図1）。
しかし、韓国企業や（アジア企業と戦略的ア

ライアンスで品質・コスト競争力を強める）欧
米企業等の台頭で日系企業の競争力は、アジア
で全般的に落ちてきている。そのため、AFTA
に先行して電子製品等の多くが共通効果特恵関
税（CEPT）対象として5％までの関税引下げ
も活用し、日系企業は生産アロケーションの見
直しによる事業再編、最新製品のアジアでの生
産立上げ、輸出シフト、（為替変動リスク軽減、
コスト競争力強化のための）現地調達比率の引
上げ等を進めている。具体的には松下電器が従
来複数製品生産を行なっていた拠点のテレビ、
ビデオ等の製造部門の分離独立や需要が見込ま
れる平面ブラウン管テレビのタイ内需向け生産
を開始し、三菱電機は小型冷蔵庫生産をタイに
全面移管し、テレビ生産をマレーシアに集約す
る等の動きでコスト削減等を図っている。
タイは危機の反省から情報機器、電子デバイ

ス関連等、高付加価値品の投資の安定的流入を
目指すが、それは人的資本の質に依存するとみ
られ人材育成が最大の課題である。

インドネシアでは一部日系家電メーカー等が
1970年代に進出したが、マレーシア、タイへ
の集中進出に比べ出遅れていた。90年代に入
りマレーシア、タイの労働力不足、生産コスト上
昇から輸出品生産用保税倉庫制度（EPTE 注2）
を利用し同国へ主要日系企業や韓国企業が進
出、設備拡張が相次ぎ生産が拡大してきている
が、家電主体で情報機器や電子デバイス、部品
メーカーの集積は依然相対的に少ない。
ところが、危機による影響は内需低迷や治安

悪化で物流に支障をきたし一部の工場運営に影
響が出る等で、主に国内向け家電販売が大幅に
落込んだが、コスト競争力を活かした輸出への
シフトと99年後半に小型冷蔵庫等の需要が回
復して生産が間に合わない状況も出て回復して
きている。また輸出向け家電、情報機器や電子
デバイス関係は危機でも好調を維持したため、
電子電気業界全体としては危機前の水準を回復
している（図2）。欧米企業もM&Aで進出しよ
うという動きはあるが銀行再建庁（IBRA）が
管理している企業株式（建設、不動産、セメン
ト、自動車等が主）には電子電気関連企業が少

�

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
�

部
品
�

集
積
回
路
�

T
V
受
像
機
�

エ
ア
コ
ン
�

プ
リ
ン
ト
基
盤
�

ダ
イ
オ
ー
ド
，ト
ラ
ン
�

ジ
ス
タ
，半
導
体
�

モ
ー
タ
ー
�

変
圧
機
�

電
気
製
品
�

V
T
R
/音
響
機
器
�0

1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

1997 1998 1999

図1 タイ電子電気製品部品の輸出推移�(百万ドル)

資料　ジェトロバンコックセンター�

・
同
�

危機前水準に回復するインドネシア



農林中金総合研究所

9

ないこともあり具体的な大型案件はない。
AFTAについても一般向け低価格家電のローエ
ンド製品中心ではあるがアセアン他国からイン
ドネシアへシフトする動きが危機前から既に出
ており、同国としてはプラスに作用するとみら
れる。

日系企業の動きとしては韓国、欧州、ローカ
ルブランド製品や輸入関税引き下げによるアセ
アン、中国からの輸入品との価格面で厳しい競
争を展開しているが、松下電器は輸出主体のラ
ジカセ製造のための新規投資を行い、セイコー
エプソンがプリンタ、JVCがオーディオにイン
ドネシアで生産集約をする等の動きがある一
方、同国の政治社会情勢が不透明であることか
ら更なる投資に躊躇する動きもある。電子電気
業界の発展には、政治情勢等の安定による構造
改革の進展を前提にして（ほとんどの現地企業
は信用収縮でキャッシュベースでしか事業が出
来ない現況）、現在日本や近隣国からの輸入に
主に依存している部品調達を、裾野産業の誘
致・育成による産業集積で現地調達率の向上を
図る必要がある。
（注2） 輸出品生産用保税倉庫制度とは主として輸出用物
資を生産するための場所または建物で、EPTEの認可を得
ると輸出品生産用部品、原材料の輸入関税、輸入付加税、
前払い法人税、付加価値税、奢侈品販売税が免除されるオ
フショア生産拠点の１種。

韓国は1960年代に輸入代替型産業育成策を、
外資に頼らず政府主導で進めたが資金面等で行
き詰まり、70年代になり重工業化推進のため
直接投資の受入を強化するとともに種々の優遇
策を採用したが、その対象は限定された少数の
財閥であった。86年の工業発展法施行で韓国
の産業政策は自由化に方針転換したが、マイク
ロエレクトロニクス、メカトロニクス、自動車
等のハイテク産業は例外で引き続き政府支援が
なされた。その資金・税制面のバックアップを
受けてサムソン電子、LG電子、現代電子とい
った財閥系総合メーカーは積極的な投資を行
い、情報機器、電子デバイス等で世界的なシェ
アの拡大を図って成長してきた。
危機の際には内需の低迷等で家電製品販売に

影響があり、また半導体の供給過剰で96年か
らの市況悪化ではサムソン電子、現代電子等が
減産に追い込まれる局面もあったが、総じてほ
とんど危機の影響を受けずに輸出主導で急成長
している（図3）。
電子デバイス産業ではアジアのなかでも韓国

が突出している。80年代半ばに韓国では米国
企業からの技術導入でDRAMの量産を開始し
（台湾が官民共同で国産半導体を生産し90年代
にOEMの発展型であるファンドリ事業として
開花するのとは対照的）、折からの円高を梃子
にサムソン電子、LG電子、現代電子等が輸出
拡大したことで92年には日本を抜き世界一の
シェアを獲得し、96年から3年半にわたる半導
体不況のなかで世界のDRAM市場は4社（サム
ソン、現代、マイクロン、NEC-日立）による
寡占体制となった（99年に現代はLGの半導体
部門吸収）。またサムソン、NEC、マイクロン
等半導体大手5社がインテルと次世代DRAMを
共同開発する等国際的な提携の動きも広がって
いる。次に液晶表示装置のなかの薄型トランジ
スタ方式（TFT-LCD）では99年日本が世界シ

IT関連の急成長と日韓提携を目指す韓国
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ェアの約60％、韓国が約38％と両国が圧倒的
シェアを有し、台湾も急追しているが、オラン
ダのフィリップがLGとLCD合弁事業の立ち上
げやサムソン電子のデルコンピュータ、アップ
ルの資金協力を得た新工場建設等で更なる生産
の拡大が見込まれる。

サムソン電子は危機による構造改革で米フェ
アチャイルドへの工場売却等大幅なリストラを
図ったことや本業DRAMの好調で99年最高益
を記録したが、DRAMの利益を非メモリー向
け（デジタル機器用のシステムLSI等）に注入
する等、デジタル家電戦略も強めていく方針で
ある。
一方、情報機器産業ではパソコンOEM等で

シェア拡大する台湾には及ばないが、基本自社
ブランドで生産し、周辺機器・部品も幅広く生
産している。次に携帯電話事業では韓国は日本
に先行してCDMA方式を採用し、現在世界の
市場は日本、韓国、ノキア、エリクソン、モト
ローラ等による激しい競争が展開されている。
サムソン電子では99年も携帯電話事業が好調
で通信機器部門を第2の柱としている。
韓国に進出している日系企業ソニー（DVD、

音響機器）、三洋電気（携帯電話）、TDK、ロー
ム（電子部品）等はいずれも好調で、TDKは
韓国現法の子会社を中国に設立して需要に応え
ている状況である。また昨年6月末の輸入先多

角化品目制度廃止で輸入自由化された日本製家
電製品ではビデオカメラ、カラーテレビ等の輸
入が急増している。韓国は加工組立技術は高い
が、裾野産業の育成が遅れていることにより中
核部品を日本からの輸入や日系企業に依存して
おり、人材、技術力の強化が課題であり、日韓
自由貿易圏・投資協定への前向きな姿勢の狙い
はこの課題を日韓企業の提携等のなかで克服し
ょうとするものとみられ、今後中長期的には日
韓企業の提携の動きが強まってくるであろう。

アジアの事業環境は欧米企業が台湾企業等を
活用したコンピュータのOEM生産のように、
アジア企業とのアライアンス（アウトソーシン
グ等）を活かしたアジア戦略の強化や中国の
WTO加盟によるアセアン諸国との競合の高ま
り、等で大きな転換期にさしかかっている。
このような環境変化のもと電子電気業界の

AFTA等の後の鳥瞰図をラフに描くと（インド
ネシアの政治社会情勢は大きな混乱がなく安定
することを前提）、日米欧企業と韓国等現地企
業との提携等合従連衡が進み、韓国が半導体、
携帯電話、デジタル家電等で日本との競合を強
め、タイは家電、コンピュータ関連機器等、イ
ンドネシアはローエンド製品等に大まかな特化
が進んでいくであろう。
こうしたなか歴史的にもアジアに深くコミッ

トしている日系企業は相対的に遅れている技術
移転、現地人材の活用の積極化による裾野産
業・人材の育成支援でアジアとの相互依存関係
をさらに深めるとともに、欧米アジア企業等と
も戦略的に提携し既存拠点の事業再編・見直し
等によるコアビジネスへの特化・差別化の一層
の強化がアジアでの生き残りのために望まれ
る。

（千葉 進）
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